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別表第１ 民間における給与改定の状況
（令和２年職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

項目 ベースアップ ベースアップ ベース改定
役職 ベースダウン
段階 実施 中止 の慣行なし

係 員 26.3 9.8 0.8 63.1

課 長 級 22.1 9.5 0.6 67.7

(注) ベース改定の慣行の有無が不明及びベース改定の実施が未定の事業所を除いて集計した。

別表第２ 民間における定期昇給の実施状況
（令和２年職種別民間給与実態調査）

（単位：％）

項目 定期昇給 定期昇給
定期昇給実施 定期昇

役職 制度あり 制度なし
段階 増額 減額 変化なし 給中止

係 員 86.5 82.5 23.1 12.7 46.7 4.0 13.5

課長級 78.2 73.9 20.0 11.4 42.5 4.3 21.8

(注) 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベース改定と定期昇給を分離することができない事業所を

除いて集計した。
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別表第３ 民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

項 目

円 円

下半期（Ａ１） ３８４，６０１ ２７９，３９２
平均所定内給与月額

上半期（Ａ２） ３８４，２７７ ２７７，３６４

円 円

下半期（Ｂ１） ８３２，９６１ ５４０，２８４
特 別 給 の 支 給 額

上半期（Ｂ２） ８８４，３９１ ５１２，４９８

月分 月分
Ｂ１

下半期 ２．１７ １．９３
Ａ１

特別給の支給割合

Ｂ２
上半期 ２．３０ １．８５

Ａ２

年 間 の 平 均 ４．４６月分

(注) １ 下半期とは令和元年８月から令和２年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。

２ 年間の平均は、特別給の支給割合を国家公務員の人員構成に合わせて求めたものである。

備 考 国家公務員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.50月である。


